
（別紙）

道 路 交 通 騒 音 対 策 検 討 会 報 告 書 の 中 間 と り ま と め の 概 要

（別添１）１ ． 道 路 交 通 騒 音 の 状 況
大都市地域を中心に環境基準の達成状況は低く、依然として非常に厳し

い状況が続いている。

・環境基準の達成状況は１３．２％

・過去５年間（平成６～１０年度）においても改善の傾向はみられない （環。

境規準の達成状況：１２．５～１３．４％）

・大都市地域（東京都及び12政令指定都市 ：５．４％、その他：１４．５％）

※達成状況：旧環境基準による４時間帯 朝・昼間・夕・夜間 全てで達成した測定（ ）

点の割合（平成１０年度）

（別添２）２ ． 道 路 交 通 騒 音 対 策 の 現 状

３ ． 道 路 交 通 騒 音 対 策 の 充 実 強 化 の 方 向
道路交通騒音問題は、今日の社会経済活動における自動車の利用に起因

するものであり、その意味では社会経済システム全体にかかわり、総体と

して解決を図って行くべき問題である。したがって、自動車排出ガスによ

る大気汚染問題と同様に、自動車単体対策、交通流対策、道路構造対策等

を適切に組み合わせ、総合的かつ計画的に取り組むべきものである。しか

し、騒音は大気汚染のように影響する範囲が相当広範な地域に及ぶ訳では

なく、かつ、その影響は局地の条件に左右されることが多い。そこで、道

路交通騒音問題に固有な対策を考える余地があるとともに、その必要性が

あると言える。このため、本検討会では、道路交通騒音問題の特性に鑑み

て、以下の２点について検討を行うこととする。

◆地域レベルにおける総合的かつ計画的な対策の実施

国の通知に基づき、都道府県レベルで関係行政機関等から成る協議会が

設立され、対策を立案、実施している。

一方、速やかに実施可能でかつ即効性が高い施策は道路構造対策などの

一部に限られ、高騒音地区においては、これらの対策のみでは抜本的な改

善が期待できない地域があり、実効可能かつ即効性の高い新たな施策の追

加が求められている。

また、現時点の対策は、行政的な施策が中心であるが、重要な関係者で

ある道路利用者の役割の視点をも検討する必要がある。

このため、以下のような対策の強化を検討することとするが、特に、騒

音の深刻な地域については、後述の沿道対策を含め取り組みの強化を検討

する。



【充実強化に向けての検討の方向】

ア 対象地域・・・環境基準が非達成の地域とともに、その中から地

域の協議会において重点的に対策を実施すべき地区（重点地区）を

選定

（ ） 、イ 対策期間・・・環境基準の達成期間内 施行後１０年以内 とし

その達成に向けて対策のプライオリティー付けを行う

ウ 重点地区・・・公安委員会、道路管理者による対策に加え、これ

を補完する対策として、地元市町村が主体となり、沿道対策や道路

利用者への協力要請などを実施

エ 対策のフォローアップ・・・地元市町村が中心となり、対策の効

果を検証する

◆沿道対策の充実強化の方向

道路交通騒音に関する種々の対策のうち、自動車単体対策、道路構造対

策については、その着実な推進が期待される。交通量の抑制などの交通流

対策や低公害車の普及などは、大気汚染対策の見地から別途その対策手法

。 、 、の充実強化が検討されている 一方 都市における一般幹線道路の中には

沿道アクセスの必要性から遮音壁を連続させることが困難な路線、又は沿

道土地利用の稠密性から新たな土地の確保を必要とする環境施設帯の設置

等が困難な路線も多く存在する。このような場合、道路構造対策、交通流

対策を行うことは当然であるが、沿道対策も鋭意行って着実に問題の発生

を防止していくことが必要である。沿道対策は 「幹線道路の沿道の整備、

に関する法律 （以下 「沿道法」という ）等に基づいて実施されている」 、 。

が、関係住民の合意を得ることが困難なこと等から、沿道法が適用されて

いる地域が極めて限られているのが実態である。

このため、沿道法が更に広い地域で活用されるための方策を検討するこ

とに加え、以下のような充実強化を検討する。

【充実強化に向けての検討の方向】

ア 沿道の騒音レベルに関する情報提供

①騒音マップの整備

②宅地建物取引業法による重要事項説明の中に騒音に関する情報

を位置付けるなど既存の制度との連携 等

イ 住居等の防音性能の表示・説明

建物の売買・賃貸時における防音性能説明の義務付け等

ウ 幹線道路沿道に立地する住居等の防音性能の確保

①既存制度である沿道法の活用範囲の拡大方策の検討

②幹線道路沿道への後住者に対する防音性能確保の制度化 等

エ 沿道における住居等の立地抑制等

①新設道路沿道における住居等の立地規制

②住居のセットバック、公園の設置 等
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（別添１）

環境基準の達成状況（平成10年度）

（１）全測定地点における環境基準の達成状況

（２）継続測定地点における環境基準達成状況の推移

（３）大都市とそれ以外の地域でみた環境基準の超過状況

　全国の測定地点（4,688地点）のうち、４つ

の時間帯（朝、昼間、夕、夜間）すべてで環

境基準が達成されたのは、619 地点（13.2％)

と平成９年度(13.3％)とほぼ同様の水準とな

っている。

　 また、環境基準が達成されなかった測定地

点のうち、４つの時間帯すべてで達成されな

かったのは 2,504 地点(53.4％)、４つの時間

帯のいずれかで達成されなかったのは 1,565

地点(33.4％)であった。
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５年間継続して測定を行っている地点

(2,944 地点)を対象とした環境基準の達成状

況の推移を見ると、４つの時間帯すべてで環

境基準が達成された測定地点は、370 地点

(12.6％)で平成９年度の 369 地点(12.5％)と

同様の水準であり、過去５年で見ても依然低

い水準で推移している。　注）平成７年度までは

暦年(1～12 月）により集計していたが、８年度より年

度（４～３月）による集計とした。

大都市地域（東京23区及び12政令指定都

市）とそれ以外の地域で環境基準の達成状況

を比較すると、4時間帯すべてで環境基準が

達成された測定地点の割合は、大都市地域に

おいては5.4％（669測定地点中36地点）で

あり、それ以外の地域の14.5％（4,019測定

地点中583地点）に比べかなり低くなってい
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（注）平成１０年９月３０日付けで騒音に係る新環境基準が告示され、平成１１年４月１日から施行されている

が、本資料は全て新環境基準施行前に測定された結果であるため、旧環境基準によるものである。



（別添２）

道路交通騒音対策の体系図

発 生 源 対 策 自 動 車 構 造 の 改 善 ・許容限度の強化
・技術開発の推進
・車両検査、点検整備の徹底
・低公害車の開発及び利用の促進等

交 通 流 対 策 道 路 網 の 整 備 ・環状道路、バイパスの整備

物 流 の 合 理 化 物流拠点の適正配置 ・流通業務団地の整備
・トラックターミナルの整備
・中央卸売市場の移転・統合

物流合理化による ・輸送の共同化
交通量抑制 ・配送の効率化

・在庫の適正化
・返路の相互利用

旅 客 輸 送 の 合 理 化 人流対策の推進 ・公共交通機関の整備促進道
・交通結節点整備による公共交通機関

の利用促進
路

交 通 規 制 等 ・交通状況に即応した信号機の制御
・交通管制システムの高度化交
・バス専用、優先レーンの設置
・駐車対策の推進
・速度超過車両の取締りの徹底通
・エンジン音等を低く抑えるための最

高速度規制
・大型車の中央寄り車線規制騒
・消音器等の不法改造車両等の取締り

音
道路構造対策 基 本 構 造 ・掘割構造等の採用

・立体交差点化の推進
対

遮 へ い 施 設 の 設 置 ・遮音壁・築堤の設置
・特殊吸音体の設置

策
環 境 施 設 帯 の 設 置 ・環境施設帯の設置

路 面 の 改 良 等 ・路面の舗装状態の改良
・低騒音舗装等の敷設
・橋梁ジョイント部の劣化防止
・連続桁の採用及び既設桁の連結

そ の 他 ・２層構造道路の高架裏面吸音板設置
・植樹

沿 道 対 策 緩 衝 空 間 の 設 置 公園・緑地の配置 ・公園の配置
・農地・緑地の配置

業務系空間の配置 ・用途地域・特別用途地区の指定にお
ける配慮

・建築の用途・構造の指定
・土地区画整理・再開発等の都市計画

及び計画事業

緩 衝 建 築 物 の 配 置 緩衝建築物の立地誘導 ・建築物の高さ・間口率等の指定
・建築物の建ペイ率・容積率等の指定
・防火地域の指定

緩衝建築物の整備 ・建替・共同建替による緩衝建築物化
・公共施設の整備
・緩衝建築物の建築費用一部負担

沿 道 住 宅 の 防 音 化 ・既設住宅の防音工事助成
・新築住宅の防音構造化の義務付け

環 境 教 育 ・ 啓 発 ・ドライバーに対するマナー教育等


